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議案第73号 

 

   令和７年度松野町一般会計補正予算（第４号） 

 

 令和７年度松野町の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ16,111千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ4,392,185千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

     令和７年12月12日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

令和 7年度松野町一般会計予算に関する説明書

２，１３９，７９５
10.地方交付税

△１，１４４ ２，１３８，６５１

1.地方交付税
２，１３９，７９５ △１，１４４ ２，１３８，６５１

４３８，３０９
14.国庫支出金

２，２３２ ４４０，５４１

2.国庫補助金
２９０，３３３ １，６６０ ２９１，９９３

3.委託金
１，７０７ ５７２ ２，２７９

３０１，３９３
15.県支出金

８７９ ３０２，２７２

2.県補助金
１９２，９７１ ８７９ １９３，８５０

７３，３１１
20.諸収入

８，３４４ ８１，６５５

5.雑入
５４，１９１ ８，３４４ ６２，５３５

５０８，９００
21.町債

５，８００ ５１４，７００

1.町債
５０８，９００ ５，８００ ５１４，７００

歳　　入　　合　　計
４，３７６，０７４ １６，１１１ ４，３９２，１８５

―　2　― 一般



―　3　― 一般

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.議会費
４２，０４６ ３９６ ４２，４４２

1.議会費
４２，０４６ ３９６ ４２，４４２

2.総務費
１，１１０，１７４ ３，４７９ １，１１３，６５３

1.総務管理費
１，０３１，８８６ ２，２７３ １，０３４，１５９

2.徴税費
２８，４２３ ４４７ ２８，８７０

3.戸籍住民基本台帳
費 ２５，９１９ ２５７ ２６，１７６

4.選挙費
１９，６８０ ５０２ ２０，１８２

3.民生費
１，０３７，５５０ △２４４ １，０３７，３０６

1.社会福祉費
８０８，７４０ △５，０３２ ８０３，７０８

2.児童福祉費
２２８，８０８ ４，７８８ ２３３，５９６

4.衛生費
１９０，６８４ １，１９２ １９１，８７６

1.保健衛生費
１５４，２０１ １８６ １５４，３８７

2.清掃費
３６，４８３ １，００６ ３７，４８９

6.農林水産業費
３７２，５９０ ３，０１２ ３７５，６０２

1.農業費
２６９，０８１ ７，０３２ ２７６，１１３

2.林業費
１０２，４１２ △４，０２０ ９８，３９２

7.商工費
１６０，９３９ ３５１ １６１，２９０



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.商工費
１６０，９３９ ３５１ １６１，２９０

8.土木費
４１４，６５２ １，７５７ ４１６，４０９

1.土木管理費
９，９０９ ３６１ １０，２７０

2.道路橋梁費
２３５，６８２ １，４２９ ２３７，１１１

4.住宅費
４２，６２７ △３３ ４２，５９４

9.消防費
７１，８１４ ３，３３３ ７５，１４７

1.消防費
７１，８１４ ３，３３３ ７５，１４７

10.教育費
４０２，０３１ ２，８３５ ４０４，８６６

1.教育総務費
１２１，２４９ ３９０ １２１，６３９

2.小学校費
５０，３４８ ４０１ ５０，７４９

3.中学校費
３０，２６９ ２０７ ３０，４７６

4.社会教育費
１０６，１０５ ８２３ １０６，９２８

5.保健体育費
９４，０６０ １，０１４ ９５，０７４

歳　　出　　合　　計
４，３７６，０７４ １６，１１１ ４，３９２，１８５

―　4　― 一般



一般

第　３　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 7年度　　

―　5　―

　変　更

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

２３２，６００
過疎対策事業債（ハード事業
分） ２３８，４００



Ⅰ　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

10.地方交付税
２，１３９，７９５ △１，１４４ ２，１３８，６５１

14.国庫支出金
４３８，３０９ ２，２３２ ４４０，５４１

15.県支出金
３０１，３９３ ８７９ ３０２，２７２

20.諸収入
７３，３１１ ８，３４４ ８１，６５５

21.町債
５０８，９００ ５，８００ ５１４，７００

歳　　入　　合　　計
４，３７６，０７４ １６，１１１ ４，３９２，１８５

―　6　― 一般



―　7　― 一般

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

1.議会費

42,046 396 42,442 396
2.総務費

1,110,174 3,479 1,113,653 3,479
3.民生費

1,037,550 △244 1,037,306 1,451 △1,695
4.衛生費

190,684 1,192 191,876 1,192
6.農林水産業費

372,590 3,012 375,602 5,800 △2,788
7.商工費

160,939 351 161,290 351
8.土木費

414,652 1,757 416,409 1,757
9.消防費

71,814 3,333 75,147 1,660 1,673
10.教育費

402,031 2,835 404,866 2,835

3,111
歳　　出　　合　　計

4,376,074 16,111 4,392,185 5,800 7,200



2.歳　入

地方交付税 地方交付税1項10款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△1,1441. 1. ・地方交付税地方交付税 2,139,795 △1,144 2,138,651 特別交付税△1,144

2,139,795 △1,144 2,138,651計

10 款合計 2,139,795 △1,144 2,138,651

国庫支出金 国庫補助金2項14款

1,6607. 3. ・災害対策費国庫補助金消防費国庫補助金 0 1,660 1,660 社会資本整備総合交付金1,660

290,333 1,660 291,993計

国庫支出金 委託金3項14款

5722. 1. ・国民年金事務費委託金民生費委託金 1,426 572 1,998 国民年金事務委託金572

1,707 572 2,279計

14 款合計 438,309 2,232 440,541

県支出金 県補助金2項15款

8792. 6. ・母子福祉費補助金民生費県補助金 48,159 879 49,038 ひとり親家庭医療費助成事業費補助金879

192,971 879 193,850計

15 款合計 301,393 879 302,272

―　8　― 一般10.款 地方交付税



―　9　― 一般20.款 諸収入

諸収入 雑入5項20款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

8,3441. 21. ・雑入雑入 54,191 8,344 62,535 後期高齢者医療広域連合市町療養給付費負担金返還8,344
金

54,191 8,344 62,535計

20 款合計 73,311 8,344 81,655

町債 町債1項21款

5,8001. 1. ・過疎対策事業債過疎対策事業債 337,400 5,800 343,200 過疎対策事業債（ハード事業分）5,800

508,900 5,800 514,700計

21 款合計 508,900 5,800 514,700

4,376,074 16,111 4,392,185歳入合計



3.歳　出

1款 議会費 1項 議会費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料議会費 42,046 396 42,442 396 一般職給287 139・
会計年度任用職員給 148・

3.職員手当等 一般職期末手当97 45・
フルタイム会計年度任用職員期末手当 36・
一般職勤勉手当 1・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 15・

4.共済費 一般職員共済組合負担金12 4・
フルタイム会計年度任用職員共済組合 8・
負担金

42,046 396 42,442 396計

1 款合計 42,046 396 42,442 396

2款 総務費 1項 総務管理費

1. 1.報酬一般管理費 405,392 429 405,821 429 会計年度任用職員報酬221 221・

3.職員手当等 日直手当208 64・
パートタイム会計年度任用職員期末手 85・
当
一般職通勤手当 36・
パートタイム会計年度任用職員勤勉手 23・
当

7. 17.備品購入費企画費 325,185 1,844 327,029 1,844 施設用備品購入費1,844 1,844・

1,031,886 2,273 1,034,159 2,273計

―　10　― 一般1.款議会費



―　11　― 一般2.款総務費

2款 総務費 2項 徴税費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料税務総務費 15,350 447 15,797 447 一般職給262 262・

3.職員手当等 一般職期末手当131 76・
一般職通勤手当 12・
一般職勤勉手当 43・

4.共済費 一般職員共済組合負担金54 54・

28,423 447 28,870 447計

2款 総務費 3項 戸籍住民基本台帳費

1. 3.職員手当等戸籍住民基 25,919 257 26,176 257 住居手当△126 △150・
本台帳費 一般職期末手当 44・

一般職通勤手当 △50・
一般職勤勉手当 30・

4.共済費 一般職員共済組合負担金383 383・

25,919 257 26,176 257計

2款 総務費 4項 選挙費

1. 2.給料選挙管理委 5,214 502 5,716 502 一般職給280 280・
員会費

3.職員手当等 住居手当130 81・
一般職期末手当 36・
一般職勤勉手当 13・

4.共済費 一般職員共済組合負担金92 92・



2款 総務費 4項 選挙費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

19,680 502 20,182 502計

2 款合計 1,110,174 3,479 1,113,653 3,479

3款 民生費 1項 社会福祉費

1. 2.給料社会福祉総 122,074 △2,282 119,792 △2,282 一般職給356 356・
務費

3.職員手当等 一般職期末手当△516 △300・
一般職通勤手当 △86・
一般職勤勉手当 △130・

4.共済費 一般職員共済組合負担金△150 △150・

27.繰出金 国民健康保険特別会計繰出金△1,972 △1,972・

2. 2.給料国民年金事 5,874 522 6,396 572 △50 一般職給42 42・
務費

3.職員手当等 扶養手当△92 △92・

12.委託料 国民年金システム改造委託料572 572・

3. 2.給料老人福祉費 193,760 △3,976 189,784 △3,976 一般職給508 508・

3.職員手当等 一般職期末手当148 139・
一般職勤勉手当 9・

4.共済費 一般職員共済組合負担金84 84・

27.繰出金 介護保険特別会計繰出金△4,716 △4,716・

―　12　― 一般2.款総務費



―　13　― 一般3.款民生費

3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

5. 2.給料人権・同和 11,168 187 11,355 187 一般職給133 133・
対策費

3.職員手当等 一般職期末手当50 42・
一般職通勤手当 7・
一般職勤勉手当 1・

4.共済費 一般職員共済組合負担金4 4・

6. 2.給料隣保館費 165,265 517 165,782 517 会計年度任用職員給333 333・

3.職員手当等 フルタイム会計年度任用職員期末手当114 72・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 42・

4.共済費 フルタイム会計年度任用職員共済組合70 70・
負担金

808,740 △5,032 803,708 572 △5,604計

3款 民生費 2項 児童福祉費

1. 2.給料児童福祉総 73,983 88 74,071 88 一般職給73 73・
務費

3.職員手当等 一般職通勤手当△54 6・
一般職勤勉手当 △60・

4.共済費 一般職員共済組合負担金69 69・

2. 19.扶助費母子福祉費 3,216 1,758 4,974 879 879 ひとり親家庭医療費給付金1,758 1,758・

3. 1.報酬保育所費 143,877 2,866 146,743 2,866 会計年度任用職員報酬416 416・



3款 民生費 2項 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 2.給料保育所費 一般職給996 323・
会計年度任用職員給 673・

3.職員手当等 住居手当467 △36・
一般職期末手当 321・
フルタイム会計年度任用職員期末手当 81・
パートタイム会計年度任用職員期末手 9・
当
一般職勤勉手当 92・

4.共済費 社会保険料987 803・
パートタイム会計年度任用職員共済組 184・
合負担金

4. 3.職員手当等児童福祉施 7,732 76 7,808 76 パートタイム会計年度任用職員期末手37 26・
設費 当

パートタイム会計年度任用職員勤勉手 11・
当

4.共済費 社会保険料39 14・
パートタイム会計年度任用職員共済組 25・
合負担金

228,808 4,788 233,596 879 3,909計

3 款合計 1,037,550 △244 1,037,306 1,451 △1,695

4款 衛生費 1項 保健衛生費

1. 2.給料保健衛生総 69,322 405 69,727 405 一般職給633 633・
務費

―　14　― 一般3.款民生費



―　15　― 一般4.款衛生費

4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 3.職員手当等保健衛生総 一般職通勤手当△250 △50・
務費 一般職勤勉手当 △200・

4.共済費 一般職員共済組合負担金22 22・

5. 2.給料環境衛生費 40,333 △219 40,114 △219 一般職給181 181・

3.職員手当等 一般職期末手当△300 △150・
一般職勤勉手当 △150・

4.共済費 一般職員共済組合負担金△100 △100・

154,201 186 154,387 186計

4款 衛生費 2項 清掃費

1. 2.給料塵芥処理費 36,483 1,006 37,489 1,006 会計年度任用職員給693 693・

3.職員手当等 フルタイム会計年度任用職員期末手当188 129・
フルタイム会計年度任用職員通勤手当 3・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 56・

4.共済費 フルタイム会計年度任用職員共済組合125 125・
負担金

36,483 1,006 37,489 1,006計

4 款合計 190,684 1,192 191,876 1,192



6款 農林水産業費 1項 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬農業委員会 15,268 298 15,566 298 会計年度任用職員報酬129 129・
費

2.給料 一般職給126 126・

3.職員手当等 一般職期末手当43 34・
パートタイム会計年度任用職員期末手 33・
当
一般職通勤手当 △24・

2. 2.給料農業総務費 26,948 665 27,613 665 一般職給413 413・

3.職員手当等 一般職期末手当239 122・
一般職通勤手当 117・

4.共済費 一般職員共済組合負担金13 13・

3. 2.給料農業振興費 27,847 195 28,042 195 会計年度任用職員給146 146・

3.職員手当等 フルタイム会計年度任用職員期末手当49 37・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 12・

4. 4.共済費担い手育成 70,121 5,874 75,995 5,800 74 社会保険料11 11・
対策費

17.備品購入費 養液栽培装置購入費5,863 5,863・

269,081 7,032 276,113 5,800 1,232計

6款 農林水産業費 2項 林業費

1. 2.給料林業総務費 39,304 △647 38,657 △647 一般職給227 227・

―　16　― 一般6.款農林水産業費



―　17　― 一般6.款農林水産業費

6款 農林水産業費 2項 林業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 3.職員手当等林業総務費 住居手当△724 △324・
一般職期末手当 △100・
一般職通勤手当 △150・
一般職勤勉手当 △150・

4.共済費 一般職員共済組合負担金△150 △150・

2. 1.報酬林業振興費 54,232 △3,373 50,859 △3,373 会計年度任用職員報酬△2,496 △2,496・

3.職員手当等 パートタイム会計年度任用職員期末手△400 △400・
当

4.共済費 社会保険料△477 △303・
パートタイム会計年度任用職員共済組 △174・
合負担金

102,412 △4,020 98,392 △4,020計

6 款合計 372,590 3,012 375,602 5,800 △2,788

7款 商工費 1項 商工費

1. 2.給料商工総務費 15,187 351 15,538 351 一般職給256 256・

3.職員手当等 一般職期末手当74 74・

4.共済費 一般職員共済組合負担金21 21・

160,939 351 161,290 351計

7 款合計 160,939 351 161,290 351



8款 土木費 1項 土木管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料土木総務費 9,909 361 10,270 361 一般職給238 238・

3.職員手当等 管理職手当109 16・
扶養手当 50・
一般職期末手当 43・

4.共済費 一般職員共済組合負担金14 14・

9,909 361 10,270 361計

8款 土木費 2項 道路橋梁費

2. 2.給料道路維持費 63,577 1,319 64,896 1,319 一般職給1,040 120・
会計年度任用職員給 920・

3.職員手当等 扶養手当279 △42・
一般職期末手当 36・
フルタイム会計年度任用職員期末手当 217・
フルタイム会計年度任用職員通勤手当 3・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 65・

3. 2.給料道路新設改 171,911 110 172,021 110 一般職給82 82・
良費

3.職員手当等 一般職期末手当28 28・

235,682 1,429 237,111 1,429計

8款 土木費 4項 住宅費

1. 2.給料住宅管理費 42,627 △33 42,594 △33 一般職給△150 △150・

―　18　― 一般8.款土木費



―　19　― 一般8.款土木費

8款 土木費 4項 住宅費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 3.職員手当等住宅管理費 扶養手当117 26・
住居手当 △15・
一般職期末手当 69・
一般職勤勉手当 37・

42,627 △33 42,594 △33計

8 款合計 414,652 1,757 416,409 1,757

9款 消防費 1項 消防費

4. 12.委託料災害対策費 15,825 3,333 19,158 1,660 1,673 ハザードマップ改定委託料3,333 3,333・

71,814 3,333 75,147 1,660 1,673計

9 款合計 71,814 3,333 75,147 1,660 1,673

10款 教育費 1項 教育総務費

2. 3.職員手当等事務局費 120,309 390 120,699 390 一般職期末手当390 147・
フルタイム会計年度任用職員期末手当 60・
パートタイム会計年度任用職員期末手 49・
当
一般職勤勉手当 72・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 21・
パートタイム会計年度任用職員勤勉手 41・
当

121,249 390 121,639 390計



10款 教育費 2項 小学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料学校管理費 41,851 401 42,252 401 会計年度任用職員給293 293・

3.職員手当等 フルタイム会計年度任用職員期末手当100 72・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 28・

4.共済費 フルタイム会計年度任用職員共済組合8 8・
負担金

50,348 401 50,749 401計

10款 教育費 3項 中学校費

1. 2.給料学校管理費 21,202 207 21,409 207 会計年度任用職員給148 148・

3.職員手当等 フルタイム会計年度任用職員期末手当51 36・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 15・

4.共済費 フルタイム会計年度任用職員共済組合8 8・
負担金

30,269 207 30,476 207計

10款 教育費 4項 社会教育費

1. 1.報酬社会教育総 8,122 70 8,192 70 会計年度任用職員報酬21 21・
務費

2.給料 一般職給30 30・

3.職員手当等 一般職期末手当19 19・

―　20　― 一般10.款教育費



―　21　― 一般10.款教育費

10款 教育費 4項 社会教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 2.給料公民館費 12,772 468 13,240 468 一般職給294 147・
会計年度任用職員給 147・

3.職員手当等 一般職期末手当100 36・
フルタイム会計年度任用職員期末手当 36・
一般職勤勉手当 14・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 14・

4.共済費 一般職員共済組合負担金74 37・
フルタイム会計年度任用職員共済組合 37・
負担金

6. 2.給料文化振興費 68,963 285 69,248 285 一般職給253 253・

3.職員手当等 一般職期末手当15 75・
一般職勤勉手当 △60・

4.共済費 一般職員共済組合負担金17 17・

106,105 823 106,928 823計

10款 教育費 5項 保健体育費

3. 1.報酬学校給食費 42,857 1,014 43,871 1,014 会計年度任用職員報酬451 451・

2.給料 会計年度任用職員給448 448・

3.職員手当等 フルタイム会計年度任用職員期末手当93 62・
パートタイム会計年度任用職員期末手 14・
当
フルタイム会計年度任用職員通勤手当 17・



10款 教育費 5項 保健体育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 4.共済費学校給食費 フルタイム会計年度任用職員共済組合22 22・
負担金

94,060 1,014 95,074 1,014計

10 款合計 402,031 2,835 404,866 2,835

4,376,074 16,111 4,392,185 3,111 5,800 7,200歳出合計

―　22　― 一般10.款教育費
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１　特別職

備 考

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

合 計共 済 費

5,744

報 酬 給 料
期 末 手 当

(千円)

計

(千円)

(千円)
年 間 支 給 率

23,068

84,389

0

28,712

580

30

5,744

(千円)

33,189

0

(人) (千円) (千円) (月分)

27,445

(3.5)
4,801

7

3
(3.45)

28,132

(3.5)
6,850

19,321

28,132

6,820

19,321

0

補 正 後
その他

議 員

11,651

(3.45)
4,801

14,520
補 正 前

その他

議 員

20,625計

7

計

長 等

長 等 3 20,625

20,625

比 較
その他

14,520

10 43,232

長 等 20,625

28,712

議 員 0 0 0

0

10

0 0
(0.05)

0 5800 580

30
30

(0.05)
0

0

28,132

74,898

0

9,491

0

11,62142,652

610 0 610計 0 580 0

3,747

町長・副町長・教育長

30

町長・副町長・教育長

75,508 9,491 84,999

3,747 23,068

27,475

28,712

33,219



２　一般職
　（１）総　括

備考：（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
　　　通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

職員手当

0 0 0 0

4,850

△ 95 0 16 △ 444 0

540 50 28 21

比　較 △ 58 △ 159 0 64 1,460

89,440 73,672 548 10,229 5,424 8,360

540 50 28 21

の 内 訳
補正前 7,410 4,191 14,597 1,083

90,900 73,577 548 10,245 4,980 8,360

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 7,352 4,032 14,597 1,147

防疫等
作業手当

住居手当 児童手当
単身赴任
手当

行旅死亡人
取扱業務手当

動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

管理職員
特別勤務手当 管理職手当

(千円)(千円) (千円)

比　較 △ 58 △ 182 0 64

62,2657,352
職員手当

5483,044 12,705 1,147

の 内 訳
補正前 7,410 3,226 12,705 61,459

0

7,160

0

7,160

50,915

548 10,229 5,42451,353

(千円) (千円)

0

1,083

806

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当

(千円) (千円)

補正後

4,672

(千円) (千円) (千円)

勤勉手当
管理職員

特別勤務手当期末手当

(千円) (千円)

523,184
75

比 較
( 0 )

0
0

補 正 前
( )

補 正 後
(

給 料 職 員 手 当
職員数

区 分
(人)

278,569 528,034
75

161,236

0 )
0

報 酬
(千円) (千円) (千円) (千円)

273,897

△ 236 4,436

0

768,954

644,253

合 計

合 計
備 考

435,133

652,400 116,554

115,827 760,080

報 酬 給 料
(千円) (千円) (千円)

備 考区 分
職員数

給 与 費
共 済 費

職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円)

補 正 後
( )

69,930 366,093 216,377
108

40

補 正 前
( )

71,188 357,472 215,593
42
108

比 較
( )

△ 1,258 8,621 784
△ 2

727
0

8,147 8,874

161,000 88,465

88,051

414

管理職手当 住居手当

10,245 4,980

計
共 済 費

(千円)

給 与 費

439,569

0

(千円)

△ 438 16

動物等処理
業務手当

行旅死亡人
取扱業務手当

防疫等
作業手当

単身赴任
手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

28 21

540 50 28 21

540 50

0 0 0

勤勉手当

児童手当

△ 444

(千円)

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当

- 24 -



- 25 -　　　イ　会計年度任用職員

備考：（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書き

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

R7人勧による引上げ
（平均改定率3.06％）

育児休業による減額

R7人勧による手当改定

期末手当 千円 期末手当改定0.025月分引上げ

勤勉手当 千円 勤勉手当改定0.025月分引上げ

通勤手当 千円 通勤手当の引上げ

日直手当 千円 日直手当の引上げ

人事異動
採用・退職
育児休業
状況変更
その他

増 減 分
制 度 改 正 に 伴 う

人勧による給与改定

動物等処理
業務手当

職員手当

給 与 改 定 に 伴 う
増 減 分

10,297

(千円) (千円)

備 考

行旅死亡人
取扱業務手当

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,676

4,024

備 考

3,190

2,410

防疫等
作業手当

1,020 3,711

54,357

共 済 費 合 計

33

補 正 後
( 40 )

83,575

55,377

比 較
( △ 2 )

△ 1,258 3,949
0

240,920
33

87,524

補 正 前
( 42 )

71,188

69,930

(千円)
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円)
区 分

職員数
給 与 費

(千円)

(千円) (千円) (千円) (千円)

(千円)

212,831 28,089

313

209,120 27,776 236,896

(千円)

増 加 分
昇 給 に 伴 う

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明
(千円) (千円)

△ 2,406

784

655

△ 44

8,621

職 員 手 当

22 千円

(千円) (千円) (千円)

給 料

そ の 他 の 増 減 分

(千円)

管理職手当 住居手当 児童手当
単身赴任
手当区 分

扶養手当 通勤手当
時間外

勤務手当
宿日直手当 期末手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 0 988 1,892 0 28,635 0 0

の 内 訳
補正前 0 965 1,892 0 27,981

22,662

0

00 0 0 1,200 0

0 0 0

比　較 0 23 0 0 654 343

1,200

0 0 0 0

管理職員
特別勤務手当

22,319 0 0 0

勤勉手当

0 000

△ 1,676 千円

61

千円10,297

64

千円

△ 1,336 千円
△ 383 千円
△ 665 千円



　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給

　　　ウ　級別職員数

労 務 職

)
3

国 の 制 度

級
)

1

7

( (
計

)( )
0計

級

級

( )
100.075

( )

(
30.7

( )

)

)
級13.3

22.6

( )

0
-
0

(

0

令 和 ７ 年 ６ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 331,501

一 般 行 政 職

305,436

区 分

労 務 職 (円)

305,436
令 和 ７ 年 12 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 328,010

平 均 年 齢 （ 歳 ） 41.1
平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

200,300

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職

（円） （円） 一 般 行 政 職 (円)

(％)

労 務 職

大 学 卒 236,457 232,000

高 校 卒 204,862

区 分
一 般 行 政 職

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％)

7 級
( ) ( )

級 職 員 数 (人) 構 成 比

令 和 ７ 年 12 月 １ 日 現 在
6 級

( ) ( )
11 14.7

5 級
( ) ( )

9 12.0

4 級
( ) ( )

5 6.7

3 級
( )

10
(

2 級
( ) ( )

2 級17
( ) ( )

1 級
( )

23

0.0
)

( ) ( )

(

令 和 ７ 年 ６ 月 １ 日 現 在
6

( )
11 14.7

6.7

5 級
( ) ( )

9 12.0

)

4 級
( ) ( )

5

) ( )
17

3 級
( )

10
)

13.3
( )

3 級
( (

1 級
( )

23
(

2
( )

)
30.7

( )

)
22.6

)
1

級

( ( )

-40.7

0 0.0

( )

計

0

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

計
(

級

) ( )

2 級

75

(

100.0

(
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　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

１ 級

主 事

号 級

2 号 級

職 員 数

(Ｂ)／(Ａ)

号 級

6 号 級

8 号 級

号 級

区 分 合 計
一 般 行 政 職

区 分 ３ 級

主 査課 長

一般行政職
主任管理栄養士
主 任 栄 養 士

75職 員 数 (Ａ) (人) 75

補

正

後

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳 6

(人)

(人)

号 級

4 号 級

号 級

8

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

(人)

(Ａ) (人) 75 75

補

正

前

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

号 級 数 別 内 訳

4

2 (人)

(人)

(人)

(％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
６ 月

比 率

(月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分)

補 正 後
( ) ( )

有
2.300 2.350

)

補 正 前
( ) (

2.300 2.300
) ( ) ( )

( ) (
4.650

国 の 制 度
( ) ( )

有
2.300 2.350 4.650

) ( ) (

級 等 に よ る 加 算 措 置

4.600
有

上級管理栄養士
上 級 栄 養 士

園 長

４ 級 ２ 級

主 任 保 育 士

課 長 補 佐
局 長

係 長

室 長
主 幹

６ 級 ５ 級

園 長

課 長 補 佐
事 務 長

保 健 師 長保 健 師 長
専 門 員事 務 長

上 級 専 門 員

備 考

労 務 職

代 表 的 な 職 種

保 育 士
技 師
保 育 士
管 理 栄 養 士
栄 養 士
保 健 師

技 師

上 級 社 会 福 祉 士

社 会 福 祉 士

管 理 栄 養 士
栄 養 士
保 健 師
社 会 福 祉 士主 任 社 会 福 祉 士

主 任 保 健 師
上 級 保 育 士
上 級 保 健 師



　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　特殊勤務手当

　　　ケ　その他の手当

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者

（月分） （月分） 昇 給
最 高 限 度

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 数 （人）

（令和　年　月　日現在）

区 分 全 職 種

（％）

支 給 率 （％）

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定を
行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているため、松野
町も同様に改定なしとした。

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務

給料総額に対する比率
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

一 般 行 政 職 労 務 職

定 年 前 早 期

代 表 的 な 職 種

（月分）
そ の 他 の 退 職 時 特 別

（月分） 加 算 措 置 等

差 異 の 内 容

(2～20％加算)

備 考
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